再雇用規程

（目的）

第　１　条　この規程は、従業員就業規則第○条の規程に基づき、正社員の定年退職者で引き続き雇用を希望する者に対し、その能力に応じた職種・業務につくための措置を講ずることにより、定年退職者の生活安定をはかることを目的とする。

（定義）

第　２　条　この規程において、使用する用語の意義は次の各号に定めるところによる。

⑴　定年退職者　従業員就業規則第○条により定年退職した者をいう。
⑵　再雇用　　　会社が前号の者を雇用することをいう。
⑶　再雇用者　　前号により再雇用された者をいう。
（対象者）

第　３　条　この規程は、定年退職時に正社員で、再雇用を希望した者を対象者とする。

２　前項の対象者には、在籍出向者を含むものとする。

（不採用の基準）

第　４　条　再雇用を希望する者であっても、次の各号の一に該当する者は再雇用されない。

⑴　定年退職時に、従業員就業規則第○条の休職中の者で、復職の目処がたたない者。
⑵　精神もしくは身体の障害のため、業務に従事することが健康維持上望ましくないと医師が認定した者。
⑶　勤務成績が著しく劣る者。
（再雇用の手続き）

第　５　条　再雇用を希望する者は、人事担当部長に対して次に掲げる手続きを所定の日までに完了しなければならない。

⑴　再雇用希望申請書の提出
⑵　面接
⑶　会社が指定した健康診断結果の提出
２　再雇用の契約期間は１か年とし、満65才に達するまで更新することができる。

（職場および職種）

第　６　条　再雇用する者の職場および職種は本人の希望・知識・技能・経歴・適性・健康状況ならびに要員・雇用状況等を総合的に勘案して決定する。

（身分）

第　７　条　再雇用者は、契約社員とする。

（給料）

第　８　条　再雇用後の給料は、契約締結時に会社が決定し、書面により提示する。

２　前項の給料は、基本給一本とし別途通勤交通費を支給する。

３　基本給は定年退職時月例給与の100分の60を下回らないものとする。

（昇給）

第　９　条　再雇用者の定期昇給は、原則として行わない。ただし、臨時の必要がある場合および物価上昇分程度の調整は行うことがある。

（年次有給休暇）

第　10　条　定年退職時に保有する年次有給休暇は、再雇用後に持ち越すこととし、付与日数の計算上勤続年数は定年前と通算する。

（福利厚生）

第　11　条　再雇用者の福利厚生については、原則として正社員と同一の取扱いとする。

（社会保険等への継続加入）

第　12　条　健康保険・厚生年金保険・雇用保険・労災保険等へは継続して加入するものとする。

（規程等の準用）

第　13　条　この規程に定めない事項については、特段の事由のない限り労働基準法・従業員就業規則・付属規程および社内規程を準用する。
（退職）

第　14　条　再雇用者が次の各号に該当するときは、退職とする。

⑴　死亡したとき
⑵　雇用契約期間が満了し、合意があって更新しないとき
⑶　満65歳に達したとき
⑷　自己の都合により退職を希望するとき
⑸　理由の如何を問わず、将来にわたって正常な就業が期待できず、雇用の継続が不可能であると会社が判断したとき
⑹　就業規則第○条に該当し懲戒解雇となったとき
２　退職金は支給しない

（経過措置）

第　15　条　この規程は、実施日に再雇用されている者に対しても適用する。

平成○○年○○月○○日制定施行

（注）　給料は、在職老齢年金、高年齢雇用継続基本給付金受給等との兼合いで本人と会社が協議して決める場合もある。
再雇用希望申請書
人事担当部長殿
　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　所　　属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　私は、定年到達後の再雇用を希望しますので、「再雇用規程」第○条の定めにより

ここに申請いたします。

　よろしく取り計らいくださいますようお願いいたします。

平成○○年○○月○○日
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